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቟׎↝ൟ᧓᧏ႆૅੲ≋PDA≌↗ NGO 
Private Development Assistance (PDA) 

and NGOs in the U.S.

᱅ဋẦửụ
KURODA Kaori

　今、長先生からご紹介いただきました黒田です。これまではアメリカの非
営利セクター全般についてのお話が多かったと思いますが、私は国際的な活
動をしている民間非営利団体に焦点を合わせてお話をしたいと思います。

民間開発支援（PDA）について

　本題に入る前に民間による開発支援ということについて少しお話します。
Hudson Institute, The Center for Global Prosperityというところが毎年
The Index of Global Philanthropy and 

Remittancesという統計データを公表し
ているのですが、そこのデータを使って
お話いたします。これはアメリカだけ
ではありません。OECD諸国ですから
日本とかイギリスとかフランスも入っ
ているわけですが、いわゆる先進国と
いわれている国から途上国に流れてい
る資金を見ると、2010年現在、公的資
金の額は民間資金の 3分の 1になって
いるということです。両者は 1992年く
らいまではほぼ同額だったのですが、
その後グローバリゼーションにより民
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間セクターが非常に大きくなりました。リーマン・ショック以降減速はしま
したが、民間資金の方が圧倒的に大きいという状態は変わりません。
　この図の一番上の Aのラインが民間直接投資で、ものすごく落ちこんで
いるのはリーマン・ショックの後です。Bのラインで堅実な伸びを見せてい
るのは海外送金といわれる Remittanceです。アメリカで働いている人のご
家族が例えばブラジルにいたとして、稼いだお金を本国であるブラジルに送
るというようなことで、このような海外送金の総額はODA（政府開発援助）
をはるかに凌いでいます。Cのラインは公的資金で、下のDのラインがフィ
ランソロピーです。繰り返しますが、これはアメリカだけではなく OECD

諸国全体です。
　民間開発支援（PDA）という言葉は、まだ一般的には使われていない言
葉だと思いますが、最近いろいろな文献で見かけるようになりました。特に
決まった定義というのはないと思いますが、民間の社会貢献活動による途上
国支援を意味することが多いと思います。具体的には国際的なNGO、財団、
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個人のフィランソロピスト（個人でそういった寄付をするなどの活動をして
いる人）、あとは企業などによる支援です。企業も直接投資ではなくて社会
貢献分野ということになります。あとは大学、宗教団体の支援なども入って
きます。ここには書いていないのですが、ボランティアを金額に換算して入
れているものもあります。民間資本投資というのは一般的にはこういうもの
には含めませんが、さっき申し上げた海外送金に関しては研究者によって入
れたり入れなかったりするようです。この PDAという用語は ODAに対し
て使われていると思います。一般的に途上国支援をやっているのは ODAだ
と思う人は多いと思いますが、実はこの民間による支援が想像する以上に大
きいということを最初にご紹介したいと思います。

アメリカの PDAについて

　次にアメリカです。この図は 2005年で少し古いもので恐縮ですが、2005

年だからイラク、アフガニスタンへの資金が結構大きいです。政府開発援助
とイラク、アフガニスタンを合わせたものが公的資金で、その下にある財
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団、企業、NGO、宗教団体、総合大学までが民間による開発支援です。そ
の下の大きな部分が海外送金でこれを民間の開発資金に入れる場合もあると
いう話をしましたが、ここでは分けてあります。海外直接投資というのがい
わゆる一番大きな部分になりますが、これは民間資本投資の部分です。次の
図は別の団体が作っているものですが、先ほど申し上げた海外送金を民間の
中に入れていますので、いわゆる民間
による支援（private giving）が非常
に大きくなっているという図です。
　アメリカの PDAを見ると、国際的
な活動をする NGOというのは、先ほ
どご紹介したインデックスによると
118億ドルになります。その後に財団
（43億ドル）、企業（77億ドル）、宗
教組織（82億ドル）、大学（17億ドル）
が続きます。これを見ても NGOがか
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なり大きな部分を占めているということが分かります。
　なぜ私が今このような話をしているかと言いますと、私が所属している団
体が 10月 20日に今お話している民間の開発支援をテーマにセミナーを開催
したのですが、その際に先ほどからお話をしているインデックスを作ってい
る Center for Global Prosperityというところのディレクターに基調講演をお
願いしました。そのお話の中に日本に関する話がありました。日本はもちろ
ん民間の直接投資が非常に大きいのですが、その次に ODAが来ていて、海
外送金も比較的多いです。しかしこの Grants by Private Voluntary Agencies

という、いわゆるフィランソロピーの部分が非常に低い。これは 2つ原因が
考えられます。1つはそもそも少ないということなのか、あるいはきちんと
したデータが把握されていないのではないかという指摘もされました。実際
に本当にこんなに低いのかどうかは、今のところよく分からないのですが、
できれば今後それを調べてみたいと思っています。
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アメリカの民間財団

　さて、本日は NGOをテーマにお話をしたいのですが、その前に NGOを
資金面で支える米国の民間財団というのがどれだけ大きいかということを簡
単にご紹介したいと思います。これはアセット・ベースですので、毎年いく
らお金を出しているかということではありません。これを見ると、皆さんも
よくご存知の Bill & Melinda Gates財団がトップに来ます。マイクロソフト
の創業者のビル・ゲイツさんが作った財団で、今では彼はファウンデーショ
ンの方の仕事をメインにしていると伺っています。ここに書いてあるアセッ
トの額は今のレートでいくと約 2兆円です。その次はフォード財団、という
ように続きます。日本の民間財団の数字を今は持っていませんが、それと比
べても格段に大きいです。前にイギリスのことを少し調べたこともありまし
たが、アメリカほど大きな民間財団をもっている国はないと思います。これ
らの財団は国内の活動だけでなく国際的な活動をする NGOにもたくさんお
金を出しています。
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アメリカの国際 NGOの活動分野

　次にアメリカの国際 NGOの活動分野と活動地域を見てみます。左の活動
分野に関しては、日本やイギリスなど、他の国の NGOの活動分野とそれほ
ど大きな差はないのではないかと思います。トップは災害支援、難民救済、
人道支援等。これはどこの国でも非常に大きいと思いますが、これが約 4割
弱です。次に経済成長と貿易でこれが 26%で、先ほど非常に大きいと言わ
れた医療、保健衛生が 23%で 3位に来ます。その次の教育は海外支援だと
11%です。アメリカの NGOの中には民主化やガバナンスの活動をしている
ところが少なくなく、私が関わっているアジア・ファウンデーションという
団体は、この分野に力を入れています。これが 2%ということになります。
右側は活動地域です。やはり地理的なことが大きいと思います。日本の国際
協力 NGOの約 7割はアジアですが、米国の NGOはラテンアメリカ、カリ
ブ海（近いというのが大きな要素だと思いますが）が 4割、次にアフリカ、
そしてアジアが 3位、そのあとヨーロッパ、中央アジア、中近東、北アフリ
カと続きます。日本の NGOもいろいろな所で活動していますが、私の印象
ではアメリカの NGOの活動地域はかなり広いと思います。

NGOの課題

　次に NGOの課題を、今 NGOがどのような状況にあるかを含めてお話し
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ていきたいと思います。最初にアカウンタビリティと正当性（legitimacy）
です。これは少し時間をかけてお話したいと思います。後の 2つ（NGOの
開発効果と経済危機への対応）は簡単にご紹介をする程度にしたいと思いま
す。

NGOのアカウンタビリティ

　先ほどの渡辺元先生のお話の中にレスター・サラモンの「地球規模の連帯
革命」という言葉が紹介されていました。NPOなどの民間非営利セクター
が非常に大きくなった背景のひとつに、冷戦構造の終焉後に多額の資金が民
間非営利セクターに流れたことがあります。そのような中でいろいろな地域
で影響力を増していく NGO、NPOが出てきたわけですが、影響力が強く
なってくると政治とか政策とかに関心を持つだけでなく働きかけをするよう
になるのは自然の流れと言ってよいでしょう。たとえば、もともとサービス
提供型の医療支援団体が力や資金を得るにつれて、医療政策にものを言うよ
うになるというように。しかし、NGOの資金力や影響力が強まると NGO

自身のアカウンタビリティや正当性が以前にも増して問われるようになりま
した。これはアメリカだけではなく、世界どこでも同じような話だと思いま
すが、NGOが民主的なプロセスを経て選出されていないことはしばしば取
り上げられ、「一体誰を代表しているのか」という批判を招くわけです。ま
た NGOが主張することやその専門性に対して疑問を投げかける人も出てき
ました。それまで NGOは政府や企業に対してアカウンタビリティを強く求
めてきたわけですが、その NGOへの「逆襲」というようなことも起き始め
ました。特にブッシュ政権下で起きた 2001年 9月の同時テロの後は、アメ
リカの NGOの資金、海外に流れるお金、NGO自身の政策などに対して、
政権や社会から非常に厳しい目が注がれるようになりました。私は 2006

年にアメリカに 8ヶ月間滞在していたんですが、国際的に活動をしている
NGOの人たちが元気がないという印象を受けました。クリントン政権の頃
はみなさんすごく生き生きとしていたんですが、政権や国内からの逆風だけ
でなく「アメリカは世界中から嫌われている」というようなことを言って元
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気を落としている人すらいました。このような中で NGO自身、自主的にア
カウンタビリティを向上させようとする機運が高まっていました。他にもエ
ンロンやワールドコムの不祥事があり、そういったことをうけて全般的にア
カウンタビリティの強化が求められる時期でもあったわけですが、そういう
中で NGOや市民社会組織（CSO）といったものも規制強化の流れの中に身
を置かざるを得なかったと言えると思います。
　NGOがアカウンタビリティを果たす際に留意すべき点は、NGOはいろ
いろな人たちと様々な関わりがあるということです。例えばお金をもらう相
手といっても一般の寄付者もいるだろうし、政府、企業、財団などさまざま
ですし、活動自体の対象もいろいろで、外部者との関係を企業と比べると、
NGOの場合、一番重要なステークホルダーが誰かということがなかなか特
定しにくいということがあると思います。すべての関係者に対してひとつの
報告書でよいかというとそうではない。それぞれと関わり合いのあるステー
クホルダー同士が利害対立することもある。この 10－ 15年で一番問題に
なっているのは、NGOが実際に活動を行っている対象者、受益者に対する
いわゆる Downwardのアカウンタビリティが不十分だということがよく言
われます。お金をもらっている相手に対してはそれぞれに報告義務というの
が発生するのでどうしてもそちらに注力してしまいがちです。一方で、自分
達が例えばウガンダの村の子供たちに対する支援をしている場合、その自分
たちがどういう活動を何のために、そしてどのようにしているのか、その成
果はどうなのか、ということをその村の人たちにちゃんと伝えているかとい
うことです。そこが不十分なのではないかと指摘されています。
　また NGO自身がアカウンタビリティを推進する上で、その多様性も考慮
に入れなければなりません。大きな NGOの代表格にワールド・ビジョンと
いう団体があります。ここは複数のワールド・ビジョン（ワールド・ビジョ
ン USA、ワールド・ビジョン・ジャパンなど）の連合体なのですが、数年
前の年間予算は連合体合わせて約 21億ドルで、これはその当時の国連機関
UNHCRの 1年間の予算のほぼ倍にあたると聞いたことがあります。この
ように NGOといっても非常に大きなところもある。しかし一方ではスタッ
フを雇えないほど小さなところも無数にある。このように組織によってかな
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りばらつきがあるので、NGOというカテゴリーに有効なメカニズムとかア
カウンタビリティを果たすためのツールというのはなかなか開発しにくいと
いうこともあります。そういった意味でアカウンタビリティ向上のためのし
くみづくりなどを議論するときは多様性を考慮する必要があると思います。
小さな団体にとって自分達が本来やろうとしている活動に割く時間よりもそ
ういったペーパーワークに時間を取られ過ぎては本末転倒でしょう。またど
れだけのコストやスタッフの時間を使うのかということも本業との兼ね合い
の中で考えなければなりません。
　先ほど信頼性の話がありましたが、信頼性を担保するものとしてもアカ
ウンタビリティが必要ですし、また透明性も求められると思います。NGO

自身が自主的に規制をかけていくという取り組みはいろいろあります。
InterActionは、国際的な活動をするNGOを約 170団体束ねている、いわゆ
るアンブレラ組織です。そこでは 90年代初頭から、アカウンタビリティや
ガバナンスというものをきちんとしていくための基準を作っています。4～
5年前には「Self-certification Plus」といって、自分たちでチェックをするた
めのツールも開発しました。日本でも似たような取組みが行われています。
　InterActionの「Self-certification Plus」には、組織が法を遵守しミッショ
ンや自らの価値観に基づいて運営されることを強化するためのガバナンス指
標も入っています。アクションエイドという国際 NGOでは、多様なステー
クホルダー（活動対象者、受益者を含む）との対話や、参加を促進するため
に Accountability, Learning and Planning Systemというプログラムを開発
しました。先ほどお話したように、活動対象者や受益者に対する説明責任が
きちんと果たされていないということがずっと言われ続けているので、この
プログラムはアカウンタビリティを果たすと同時に、そういった人たちの関
わりや参加を促進することを目的に作られたそうです。

NGOの正当性（legitimacy）

　次に NGOの正当性についてお話します。これは先ほど申し上げました
「NGOは誰を代表しているのか」ということに関係するものです。NGO
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というのは別に選挙によって選ばれたわけではなくて、自分たちで自発的に
集まって声を上げている人たちなわけです。では、NGOが正当性を確保す
るためには何をしたらよいか。これは David Brownという Harvard 大学の
教授が挙げているものですが、ここにある 4つのことをきちんとやっていけ
ば、NGOの正当性というのはある程度確立できるんじゃないかということ
です。その 4つとは、道徳的な正当性、技術的・業務遂行能力に直結する正
当性、政治的正当性、そして法的正当性です。今や NGOはアカウンタビリ
ティを果たさなければいけないし、透明性も担保しなければいけない、同時
にこういった正当性というものもきちんと確立していかなければいけないと
いう状況にあります。
　では、具体的に NGOは正当性を確保するためにどういうことをしている
のでしょうか。情報公開や透明性を向上させることで説明責任能力を高めて
行く。あるいは、会員獲得など支持基盤を拡大していく。つまり、より多く
の人に支えられていれば、自分たちの主張というのは、「これだけの人に支
持されている」ということで、正当性というものが認められるということだ
と思います。また事業評価や組織評価といったことを徹底的にすることに
よって、事業等の効果・効率性を向上させる。ほかに専門性の向上というの
もあります。先ほどの渡辺靖先生のお話にもありましたが、あまりにもプロ
フェッショナリズムが重要だということが言われすぎて、多くの NGOが専
門集団、あるいはエリート団体になりつつあるというのはおっしゃる通りか
と思います。より専門性の高い集団を目指す―これはここ 10～ 15年の
間にものすごく行なわれてきましたが― 一方で、草の根的なものが少し
置き忘れられているのではないか、というような懸念も最近 NGOの中に出
てきています。後で時間があればこういった話もしたいと思います。

NGOの開発効果

　次に NGOの開発効果について少しお話したいと思います。何度も出てき
た Downward accountabilityですが、これは開発においても非常に大きな
課題になっています。特に受益者や支援者に対する透明性やアカウンタビリ
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ティの確保を推進していくことは、NGOの中にいる人たちの間にも非常に
重要な課題として位置づけられています。あと最初の方にお見せした図を思
い出していただきたいのですが、今では政府以外にさまざまな組織や人々が
途上国支援に関わっているということをお分かりいただけたかと思うんです
が、財団であったり、企業の社会貢献であったり、企業がソーシャルビジネ
スや本業で途上国に出ていくこともどんどん増えてきていますし、その他に
も大学だったりいろいろなステークホルダーがそういった開発の現場に入っ
て来ているわけです。そういった意味でも、NGOには他のステークホルダー
と上手くつながりながら、開発アジェンダに取り組むことも求められている
と思います。特にフィランソロピーや CSR（企業の社会的責任）との連携
はさらに深まりをみせているのではないかと思います。
　ご参考までに申し上げますが、ここ数年、国際的な NGOが集まって自
分たちの開発効果―ここに CSOと書いてあるのは「市民社会組織」で
NGOをもう少し広く捉えた言い方ですが―の向上のためにさまざまな議
論をしてきました。ここに書いてある開発効果の基本原則はその中の一つの
成果物です。このような原則を NGO（CSO）は ODA関係者や、他の民間
の開発支援団体などにも共有していきたいと考えているようです。
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経済危機への対応

　2008年秋ごろからの経済危機は NGOにも大きな影響を及ぼしました。
この危機への対応について少しだけお話したいと思います。組織の縮小やリ
ストラというのは行なわれていますが、一方で革新的な方法やツールを開発
することで、あるいは他の団体とスタッフを共有するシェアリングをする
ことで、この危機を乗り越えている NGOも増えています。Catholic Relief 

Services（CRS）という有名な人道団体がありますが、ここは幅広くやって
いた活動地域を限定してより多くの支援をアフリカや南アジア、中近東に振
り向けるということを一例として紹介させていただきました。
　最後に、最近はハイブリッド型というのが特にアメリカで注目されていま
す。何がハイブリッドかというと、営利と非営利、あるいはビジネスと社会
的な活動がハイブリッドなんです。例えばグーグル（Google）財団です。
みなさんグーグルはよくご存知だと思いますけれども、このグーグルがやっ
ている財団は営利で経営しています。ほかにも非営利団体が事業をやった
り、営利と非営利の間を行ったり来たりしていたり、またはその中間に位置
するような社会起業家やソーシャルビジネスというものもすごく増えていま
す。こういったことについては今日は触れませんでしたが、そういった新し
い組織や活動に関心をもつ若者がどんどん増えてきているということも既存
の NGOや民間非営利セクターに影響を与えてきていると思います。ここで
私の話を終わらせていただきます。ありがとうございました。


